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産業技術総合研究所。 もり 

及 

  

公的研究機関の 研究 を社会に還元 し 、 新技術や 

して経済の発展やより 豊かな社会の 

実現にっなげることが 期待されている。 例えば。 第 2 

期 科学技術基本計画の の中で   lr 我が国の科学 

の 基本的な方向として 目指すべき国の 姿 コと 

して、 Ⅱ 知篠り造 と活用によ 世界に貢献できる 国」。 

「国際競争力があ り持続的 発 ができる 國 。 「安心。 

安全で質の高い 生活のできる 国」の 3 つ 団 ml) を 掲げて 

いる。 この実現のためには、 究 開発に基盤を 置いた 

新産業の創出が 必要であ り、 このため。 科学技術と 産 

業 とのインターフェースの 改革が急務 コ ㈹であ り 、 そ 

の 具体例として、 R 公的研 

み、 公的研究機関発の 数多くのべンチャ 一企業が起こ 

が数多く産業へ 移転 

公的研究機関からの の 万法として。 コンサ 

ルティンバ、 ライセンシング " スピンオフについて。 

その特性がまとめられて レ、 る ( の 。 その報告の甲で。 ぽ ス 

ピンオフはリスクも 高く 、     市場化に向けた 技術 

の 成熟度は低しり㈲ 一方で。 ぽ斗 学的な研究に 基づく 新 

公的応用研究機関と 定義し。 また、 技術ベンチャーを 、 

研究開発の成果としての 知 ( 特認 に 基づき 

た 会社等と定義した " その上で。 公的 応 

おける起業支援剃度が 技術ベンチャ 

ける起業支援制度が。 公的 応 

ン チヤ 一 創出へどのような 効 

果 をもたらしているのかを 明らかにする。 

究 機関のうち。 平成㍑ 

、 創出されたべンチヤ 一毅のの多い 産 

業 技術総合研究所 ( 以下。 産 総研。 ㏄ 社 ) 。 理化学研 

究所 ( 以下。 理研。 6 社 ) 、 物質。 材料 研 6 以下。 

社 L 。 日本原子力研究開発機構 ( 以下。 原子 

力機構。 4 社 ) を選定した " ベンチャー数に 着目した 

親な商品や生産プロセスの 創出には大きな 役割を果た 

すと期待されてる ぬ ㈹とまとめられている。 以上の状 

況の中で、 菊本らが調査したの 27 の政府系研究施設の 

の施設で起業支援制度が 設けられているの。 

本報告でほ、 国 。 公営の研究機関、 特殊法人尊、 独 

立行政法人 ( 大学等に含まれるものを 除く ) の中で。 

のは、 同一の制度の 下で測 された技術ベンチヤ 一間 

で支援制度が 起業に及ぼす 効果を比較できること。 ま 

た、 ベンチャー数の 多い機関の中でも 産総研が突出し 

ている理由を 探れると考えたことが 理由であ る。 

これらの公的応用研究機関からの 技術ベンチャーに 

ついては、 設立時期が古く 事業規模が拡大している 会 

一 %91 一 



社 として。 ( 株 ) オキサイドト 5 ベンチで づと ( 株 ) 

環境浄化研究所仮子 力 チャ一 ) を調査対象 

に選んだ。 これらの 2 社は各研究機関の 第五号ベンチ 

ャ一であ り。 前例のない申で 手探りで苦労を 乗り越え 

成長していると 予想した。 この過程で、 支援制度が果 

たした役割を 調査することを 目的として選定した。 こ 

れらと対比するため、 設立時期が新しい 会社として。 

( 株 ) アドビック ベンチで一 ) とワイコフ 科 

学 ( ㈱ ( 理研ベンチで づ を選んだ。 ただし、 調査の 

結果、 後者 は 、 既存企業 ( ワイコフ興業 ( 株 )) の新規 

部門としてスタートし、 乃 年にその部門の 人材を引 

き継いで創設されたユニークな 経歴があ ることが分か 

った 。 最後に、 独自の支援制度を 推進している 産総研 

技術移転ベンチヤ 一 として有限責任事業組合① L 

ヱシ キャット。 ジャパンを選んだ。 

ョ イントベンチヤ 一の促進等を 目 

ベンチャー創出の 支援制度が。 技術ベンチヤ 一 と外部 

との 係 わりに及ぼす 影響についても 調査できると 考え 

選定した。 以上の調査対象の 設立時期。 

員を表互に示す。 

における起業支援制度を 図互に示 

す。 いずれの公的応用研究機関においても、 支援制度 

の 適用要件、 対象者、 期間を定めた 上で。 次の支援 制 

度が整えられて v@ る 。 すな む ち。 ⑧特許権 等の実施 許 

。 ②共同研究における 

措置、 ④兼業および 

も 可能 ) 。 ⑤ 産 総研 技 ンチャ 

名称を冠するべンチャ 一名の公表。 

であ る " ただし。 青華 糸 に 制度を比較すれば、 対象者。 

期間も含めて 差異が存在している。 例えば対象者にっ 

では、 外部の機関に 対する 

支援制度も定めら 

親付研究員。 非常 

置では。 いずれの 機 

闇 でも専有実施 権 や再実施許諾を 認めており。 さらに 

% 以内に限定した 上で譲渡も認めてい 

る 。 共同研究における 置 では、 共同研究におい 

調査方 ; て 公的応用研究機関のスペース、 施設、 設備の使用に 

4 つの公的応用研究機関のべンチヤ 一剤 対し、 産 総研で @ ま 減額による、 他の機関では 無償とす 

担当する部署を 訪問し、 各機関の支援制度の 詳細を調 ることによる 支援 制 る 。 

査 した。 その後、 表 2 に 示した 5 社へ、 ベンチャー 支 4 つの公的応用 の 申でユニークな 取り組み 

援 制度が起業に 対しどのような 効果があ ったの 加 こつ が行われているの であ る。 それは、 インキュ 

いてインタビュ 一調査を実施した。 なお、 ェシキヤッ べ一ト 0 期間に技術ベンチヤ 一の経営 と 研究者 

ト 。 ジャパンで は 、 産 総研独自の支援制度 ( 後述する の 二人姉脚で、 研究成果の事業 ィはこ 向けた活動を 行 う 

開発戦略タスクフオース ) について、 南総研以外の 組 スタートアップ 開発戦略タスクフオース ( 以下、 

会員 ヘ インタビューを 行った。 と 呼ばれる制度であ る。 本 制度ほ。 企業を立ち上げる 

ための人材を、 スタートアップアドバイザー ( 以下、 

興業 ( 殊 )( 資本金   年 l   
%   
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SA) として外部から 確保する制度 リスクヘッジとして 有効に作用している。 コ 。 

業 に必要な市場調査、 ビジネスモデル 構築、 資金調達 一ズに 合わせて製品を 作る必要があ り。 新たな実験な 

など市場における 商品やサービスの 価値を最大化する どが必要になる。 このため。 共同研究や研究所の 設備 

役割を担い。 一方、 研究者は、 プロトタイプ 装置の設 と 知恵が必要であ る ロ の発言から。 表 2 の C ④が効果 

計 。 製作、 耐久性などの   、 製造装置の開発な があ ると判断した。 また、 表中の①については、 オキ 

ど 、 商業化に向けた 技術開発を推進する " 技術ベンチ サイドが設立された 時点では、 ベンチャー支援の 制度 

ャ一 が設立されれば。 SA はその経営者として 活動す が 整っておらず 独占的実施権 を許諾する方針がとられ 

ることを求められ。 研究者は兼業申請を 行い技術ベン ていなかったため、 既に複数企業へ 通常実施権 を許諾 

済みであ ったことから、 

穏瓶 浄化研究所では ぴ ベンチャ一企業設立の 定款で 

調査結果 水 と空気の浄せ % オ料 ( 重金属除去と 消臭 ) の 2 項目が 

産 総研技術移転ベンチャーを 除く各社 ヘ インタビュ 認可されたが、 重金属除去材料に 関する特許では、 発 

一調査を行った 結果から、 支援制度が技術ベンチで 一 問者であ りながら特許実施許諾の 

の 及ぼす効果を 評価した結果を 表 2 にまとめる。 表中 れた。 設立時の定款で 認められた重金属除去材料の 開 

の 兼業の許可については、 いずれの技術ベンチャ 一で 措置が拒否された 中説明を求めたが 回答 無 

も 制度を活用しているため、 し刃 。 ぽ 退職時に。 み粍売 してべンチヤ 一棟施設の借用を 

オ キサイドでは、 傍 怠業。 お願いしたが 断られた。 事業が軌道に 乗るまで貸して 
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欲しかったⅡとのことであ った。 発言の内容は 制度に 

対し否定的であ る。 しかし、 逆に Q のの制度への 希求 

が強いことから、 起業へ効果があ ると判断した " ここ 

で、 制度の趣旨が 研究成果の社会への 還元であ ること 

から、 退職者へ適用を 拡大することが 重要と考える " 

の べンチャー支援制度だけで、 

; できたかどうか ほ 疑問 コ で、 

ずの起業を前提としたプレ 

ベンチャ一事業を 活用して創設され ゴ ている。 S 

からライセンスを 受けている時評こついてもごその 事 

業で売り上げがないのでまだ 分からない ロ という状態 

にあ る。 ただし、 研究施設等の 利用における 

では、 内に事務所を 借りて製造を 行 う 計画であ 

ったが。 許可を得るまでに 時間がかかり、 資 

苦しくなり現在の 場所に った 。 ぶという状況にあ る。 

支援制度の審査を 迅速に ぅ ことも重要であ る。 

ワイコフ科学では。 R 理研ベンチヤ 一 制度が創設され 

たことが、 起業の決意を 後押し 団 しており、 制度の創 

設が起業へ有効に 作用している。 また。 n 再 実施 権 があ 

ることが、 大企業との業務提携により。 量産化が見込 

める市場への 製品投入に役に 立つている 口 。 退職後に 

は計画が持ち 上がつている㌃インキュベーション 施設 

に入りたい。 団 、 『カスタムメイドの 装置なので、 実験な 

ど にょ る 確認が必要な 場合があ り、 共同研究 は 必要で 

はしていな lY 月 ことから表に 示す評価 

とした。 

以上の中の 2 社では、 遠藤が軽量経営と 表現㈲した 

圃チ究 者ができる経営には 限度があ るので。 できる範 

囲で 漣 めればよい。 コ、 ぽ 将来。 成長し規模が 大きくなっ 

た時には経営を 任せる人材を 既に目星をつげている。 コ 、 

F 経営面では悩みが 多く、 経営の知識のあ る方を迎え 

たい刀などの 発言もあ り。 研究者と経営者のギヤ ツプ 

を感じている 方もいる。 そこで、 俺 総研技術移転ベン 

チで 一 へのインタビュ 一調査を進めている。 これまで 

の 調査では、 f 研究者は。 研究に軸足をおいている 人が 

多いのも事実であ る。 -- 方で、 A は、 会社の設立や 

経営面での知識は 豊富であ り、 ニ人姉脚で事業を 進め 

る システムは良いと 思う 団 。 F A を確保し会社を 設立 

することは、 研究所内に人材がなれければ。 そ う する 

しかない。 必要なことだと 考える月とのことで、 起業 

ヘ 有効に作用していると 考えている。 

5 

関からの技術ベンチャー は 。 起業 時 

方針など、 調査を 

のため、 起業に効果があ ったとする支援制度も 異なっ 

ていた。 例えば、 オキサイドでは 技術ベンチヤ 一の事 

業に専念できる 環境 ( 兼業の許可と 

り 、 一方。 ワイコフ 源を引き継いだワイ 

コフ科学では、 技術ベンチヤ 一は 市場 こ 受入れられる 

までの間の技術の 橋渡し役との 経営方針もあ り、 

ではない。 また、 アドビックのよ 

関の研究成果が 未だ事業化に 結ご 

ついていない 事例もあ った。 支援 制働 こ対しては、 退 

職者への適用拡大。 申請への迅速な 対応など。 より 活 

用 しやすい制度整備が 望まれる。 今後は。 湊 総研技術 

移転ベンチで 一の調査も進め、 が 起業に及ぼす 効果 

の調査を進めたい。 

(2) 近藤正幸、 「国内 

ピンオフ一個理研と 理研産業団を 事例として円、 

ぴ ) 菊本 虔 。 新谷由紀子、 「大学等 発 ベンチヤ一の 

と 推進方策に関する 調査研究」。 筑波大学産学 リェ 

ゾン共同研究センタ 

㈹菊本 虔 、 新谷由紀子 幸 、 「大学等 発 ベンチ 

ヤ一に関する 調査結果について J" 筑波大学産学リ 

エゾン共同研究センター、 平成㍗ 年総月 25 日。 

) 遠藤達弥、 「研究者発ベンチャ 一旗難しいことでは 

ない」、 産学宮連携ジャーナル、 Ⅵ 軋 
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